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西脇　亜由子＊
はじめに
　本稿は、2011年12月1日～2012年3月31日までの「NII実務研修」1の
内容を振り返り、個別課題として取り組んだ調査についての報告を行うも
のである。4ヶ月にわたるJUSTICE（大学図書館コンソーシアム連合）事
務局での業務研修（OJT）においては、多岐にわたる業務を経験することが
できた。計40回近くの出版社交渉・打合せや、各大学・機関との連絡調整・
協議・シンポジウム等の関連企画へ参加した他、国内や海外の電子リソー
スを中心に学術情報関連の最新動向も共有することができた。またそれと
並行して個別に設定した研修課題にも取り組んだ。
実務研修における取り組み
　筆者は、これまでレファレンス業務・マルチメディア業務（オンライン
データベースや電子ジャーナルを含む各種電子資料提供サービスに関連す
る業務）を担当してきた。その経験から、情報リテラシー教育などの利用
　＊にしわき・あゆこ／明治大学　学術・社会連携部　生田図書館事務室
　1「MI実務研修」の実施目的や概要、実務研修先であるJUSTICE事務局の設置に至るま
での経緯、またJUSTICE事務局でのOJTなどの詳細については西脇（2012）「図書の譜」第
16号p．181－190を参照されたい。
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者教育や個々の利用者に対する電子リソースの利用案内やサービス管理に
は、提供者である図書館の視点だけでなく、利用者の視点からの検討が必
要不可欠だと考えている。「図書館活用法」のプログラム評価活動2において
も、リテラシー教育・授業（講座）の改善や質の向上のために客観性を高
めるよう複数の立場のニーズや目的を検討した。
　一方、電子資料提供サービスにおいて年々図書館が管理提供するデジタ
ルデータは磁気ディスクなどの媒体からオンライン化が進み、図書館が物
理的に所有していないケース（電子ジャーナルやデータベースなど）が大
半となっている。サービスの実態や満足度、ニーズどころか資料の存在自
体すら実感しにくい状況であり、ほとんどの場合利用統計などの業者側か
ら提供される（取得できる）データを用いて利用状況やコスト分析などを
行うしかない。しかし、国内の調査3からも分かるように、大学全体の経費
に対し緩やかに減少傾向の図書館予算（運営費・資料費）において、確実
に経費負担が増加してきた電子ジャーナル等に対する予算措置は明らかに
限界に達しつつあり、経費負担の増加率は低下している。こうした限られ
た予算の有効活用や適切な配分のためには電子資料に関するニーズ調査や
コスト分析など適正な評価を図書館が行う必要があるが、電子リソースに
関して利用実態を把握しそれらを反映させた評価を行うのは非常に難しい
のが現状である。しかし提供量の拡大だけではサービスとして不十分かつ
限界もあり、その評価と質的な改善は忘れてはならない。
　こうした問題意識から筆者は実務研修の個別課題として「電子リソース
利用統計のコンソーシアムによる活用に向けた調査・検討」を設定した。
電子ジャーナルやオンラインデータベースなどの電子資料の管理運用には
従来の紙媒体資料の管理とは異なる様々な難しさがあるが、中でも急激な
提供タイトル数の増加やサービスの種類の多様化に伴い購読契約から資料
提供までの業務効率化は本学においても重要な課題となっている。コンソー
シアムは大学図書館の連携が強化されていく中で形成されてきたが、将来
　2久松薫子　西脇亜由子　矢野恵子．「図書館活用法」プログラム評価活動報告．図書の譜
2009，13，35－50
　3文部科学省．“平成23年度「学術情報基盤実態調査」の結果報告について”．（オンライ
ン）．http：〃www．mext．go．jp／b＿menu／houdou／24／06ノ＿icsFileslafieldfile12012／0612711322573＿1．
pdf．（参照2012－1－14）
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的には単なる交渉代理人あるいは「購読クラブ」に止まらず、参加大学・
機関が電子リソースを効果的かつ効率的に導入から提供また評価までを行
う方法論を提示すべきだろう。その一つの具体的な手段として、利用統計
取得ツールをコンソーシアムが導入する可能性を検討した。
　コンソーシアムが電子ジャーナルの利用統計取得ツールを提供する先進
的事例としては、イギリスのコンソーシアムJISC　Collections4と複数機関に
より2009年に発足した「JUSP（Joumal　Usage　Statistics　Portal）」5というプ
ロジェクトが非常に参考になった。このJUSPがどのような経緯で開発導入
され、どういったサービスを行っているのかを確認した。また図書館側か
らのプロジェクトとは別に、現在複数の業者により提供されているERMS
（電子資料管理システム）の付属サービスとして存在する商用の統計取得
ツールの現状を確認した。コンソーシアムによる統計取得ッールや、ベン
ダーによる商用サービスについてはWeb上の関連情報を収集したほか、担
当者などにメールで問い合わせをして資料を提供してもらったり、直接聞
き取りを行ったりして調査を進めた。
　また、国内の大学図書館（名古屋・東京、国立3・公立1・私立1／大規
模3・中規模1・単科1）の電子資料担当者に電子リソース・利用統計の管理・
運用の方法や業務体制に関する聞き取り調査も行った（2012年2月）。
　コンソーシアムによるサービス提供に関する調査に加え、今後のコン
ソーシアムのあり方や可能性を考える上で参考になるものとして「サブ・
コンソーシアム」（大規模なコンソーシアムの枠内でそれと平行して存在
するより小規模なコンソーシアム）の事例も調査した。イギリスのJISC
Collectionsに対するスコットランドのSHEDL6がこれに相当する。この両
者にはイギリスで関係者に直接聞き取り調査を行った（2012年3月）。
　4JISC　CoUections．httPs：〃www．jisc－collections．ac．uk1．（accessed　2013－Ol－14）
　5Journal　Usage　Statistics　Portal（兀rSP）．　h賃p：1加sp．mimas，ac．uk1．（accessed　2013－O　l－14）
　6SHEDL（Scottish　Higher　Education　Digital　Library）．　http：〃scurLac．uk／Default．
aspx？tabid＝585．（accessed　2013－01－14）
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電子リソース管理の問題
　国内の国公私立大学図書館への聞き取り調査の結果をまとめた一覧は下
記のとおりである（表1）。大学の規模や設置母体に変化が出るように対象
大学を選び、電子リソースや利用統計の管理運用方法や現在の業務体制に
ついて各大学の担当者から直接話を聞いた。業務担当者の生の声はそれぞ
れの大学の設置理念や方向性とも密接に関連し非常に興味深い内容であっ
たが、その詳細を公開することはできないため、一覧表でのまとめにとど
めておく。それでも国内大学の一般的な傾向として参照できるのではない
かと思う。
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表1電子資料の管理・利用について（国内大学聞き取り調査結果）
国立・大規梗A 国立・大規模B 私立・大規模 公立・中規模 国立・単科
契約惰報の管理方法
i紙／電子化データ／
Gクセルファイル／
dRMS）
・電子資料管理につい
ﾄは、エクセルで保
ﾇ、図書館システムに
ﾍ冊子と電子と分け
ﾄ入力。・図書館システムはF
ﾐ、電子ジャーナル契
?ﾄ報のCSVデータ
?nす仕組みは便っ
ｽが、部局ごとにデー
^を入れないといけ
ﾈいため、かえって手
ﾔがかかり、作業効率
ｻにつながらず。むし
?A中規模程度の大
wの方がERMSを使
pするメリットがある
ｩも。
・ファイルメーカーとエ
Nセルで管理。・2000年代初めにシ
Xテムを作ったが、部
ﾇからの経費等の細
ｩさを反映させてい
ｭうちに、さらに入力
?ﾚが細分化された。
萩ﾇにはマークシー
g式に契約状況を回
嘯ｵてもらい、それを
tァイルメーカーに入
ﾍしている。部局図書
ﾙではファイルメー
Jーが見えないように
ｵている。
ERMS。
?ﾌAgreementを
oDF化して、それを
dRMSに乗せている。
_約関係は図書館総
ｱ課に集約させようと
ｵている。そうすれば
_約の窓ロの統一が
ﾆれて、こちらも把握
ｵやすい。
エクセル 現在はエクセルで図書
ﾙシステムとの二重管
掾B
ERMSなどの
ﾇ理ツールの利用の
L無や導入予定
ERMSはE社製品を導
?ｵた（同社のリゾル
o導入済のため）が、
?pせず（マシン買い
謔閨Aソフトウェア使用
ｿ年間100万）。
今のところは現状のま
ﾜで、導入予定なし．
上記の通り。 ・AtoZを全学分管理
ｵている．・ERMSはなんぞや？と
｢う感じだ。・手作業でなんとか管
揩ﾅきる量である。
・予定は無いし、導入も
?ｵい。もし利用する
ﾆなればカレント分を
墲轤ｴるを得ない。
利用統計データの
i学内）公開について
・利用統計による評価
ﾉついて、図書館の
ﾏ貝会に利用統計を
?垂ｵている。・アンケート調査を実
{する際に学内で
?J。業務担当者は
fータを見られる．
・委員会等購入候補の
燗ｾの材料にしてい
驕D先生方が理系の
ｹいだからか、統計資
ｿを見せて諸をもっ
ﾄい．くと合意は得や
ｷい。
利用統計データの
繒W・管理方法
i個別ダウンロードによ
驛Gクセルファイルな
ﾇの収集、特定の収集
cール、ERMSなど）
利用統計はE社の統計
繒Wツールが使えるの
ﾅそれで取得・集計し
ﾄいる。
・2010年にS社の統計
cールを契約したも
ﾌの十分活用できて
｢ない。それ以前の
搆vはエクセルで保
ｶ。データ公開はして
｢ない。・統計ツールの使用頻
xは低いので、ツー
汲??pするよりベ
塔_ーの管理画面か
邇謫ｾした方が早い。
エクセル 利用者管理画面からコ
cコツとっていた。非
墲ﾉ手間がかかった．
利用統計を資料選定
ﾌための籾断・解価や
Lャンセル等に利用し
ﾄいるか
コスト判断・利用状況
ﾌ把握には活用してい
驕B
カレントの統計は、パッ
Pージ契約の継続を
沒｢する際に委員会
送ｿとして提示したこ
ﾆがある。定期的にで
ﾍなく、随時使用、とい
､程度。
キャンセル、継続の判
f材料にしている。
利用している。 資料選定のために使っ
ﾄいるが、キャンセル
ﾌ為には便っていな
｢。しかし統計だけを
Q考に決めないように
ｵている。複数からの
､面の分析は必要だ
ﾆ感じている。また利
p統計だけでは実際
ﾉ利用者がどれだけそ
ﾌ諭文を必要としてい
ｽかまでは計れない。
電子資料選定・導入・
ﾇ理・運用・提供に関す
髑g織・人員体制につ
｢て．
瘁j雑誌担当者が電子
Wャーナル等も担当／
d子資料担当者を新
ｽに／電子資料選定
ﾌ会議体など／電子
送ｿに関するワークフ
香[は従来の冊子体
ﾆ別あるいは同一か
・電子資料係のような
|はない。DBについ
ﾄは参考図書係が選
閨D
・選定：図書館の委貝
?A部局の場合はそ
黷ｼれの図書委員会
ﾅ検討・導入・管理・運用・捉供：
ﾙとんどの資料は「附
ｮ図書館情報管理課
送ｿ契約係」（2～3
ｼ）と専門職員（1名）
ﾅ担当。一部、部局図
相ﾙ・室で契約してい
驍烽ﾌもあり、それは
萩ﾇで管理等行って
｢る。
現在3～4人体制で、
獄ｱ課と資料管理課
ﾅ行っている。電子専
蛯ﾌ部署はない。
・購読タイトルの選定
ﾍ図書委員会を中心
ﾉ、各講座・教員の意
ｩを反映させている。
I定材料は、希望タイ
gルアンケート・利用
q計・雑誌の評価（IF）
ﾈど・今は医学部が中心に
dJを購入管理してい
驍ｪ、全分野が基本が
dJになってきたら管
揩ﾈどの作業が大変
ﾉなるだろう。現場が
ｬりぎりで人員は増や
ｹない。雑誌の担当は
ﾙぼ一人で実務。
・電子に関わる部分は
ｫちんとした体制で
ﾍない。雑誌に関して
ﾍEJも旧も担当して
｢る。EBookに関し
ﾄは図書係が行って
｢る。DBの棲み分け
ｪ難しい。
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　電子リソース管理については、エクセル、紙、ERMS（オリジナル・商用
問わず）など様々な方法で行われているが、それぞれに課題がある。大学組
織あるいは予算・契約タイトル数などの規模が大きくなるほど管理方法も複
雑化する傾向があるが、いずれの方法でも長短はあり、担当者独自の工夫や
苦労は尽きないことが窺えた。利用統計の取得・利用についても、契約タイ
トル数が多い大学は自動取得ッールを導入していたり、ジャーナルアンケー
ト（購読が必要なジャーナルタイトルに関するニーズ調査）などと合わせて
コスト分析や新規購読タイトル選択のために参照している大学もあったが、
特定の目的のためというより利用実態を把握する唯一のデータとして利用統
計が必要という意見が多かった。電子リソース関連の業務体制については、
従来の雑誌担当者が電子ジャーナルを含め担当するケースが多く、十分な体
制ではないという認識を持っている大学がほとんどだったが、その大半は増
員が見込めないため現状の人員体制でやり繰りするしかないという状況であ
る。その他聞き取りの際には、国内（日本語）の電子資料（E－Bookなど）コ
ンテンツの充実を求める意見や国内の電子リソースの横断検索（AtoZ横断検
索など）への要望、また商用ERMSの使いづらさなどへのコメントもあった。
　国内の聞き取り調査を行った段階で、組織・予算規模などによる差異は
あるものの、管理運用面ではどの大学にも共通する課題があると思われた。
コンソーシアムレペルでの具体的な（共有）サービスが意識されている訳
ではないが新たな大学図書館コンソーシアムへの期待は強く感じられた。
コンソーシアムによる利用統計ツールの事例
　国内の聞き取り調査で担当者の実際の業務における不満や要望が見えて
きたが、一方で海外の事例として上述のように2009年からサービスが開始
された「JUSP」について、　Webサイトなどの関連情報を整理し、業務担当
者へ直接メールで確認を進めた。サービス内容や開発からサービス開始ま
での経緯などを確認した上で、2012年3月にJISC　Collectionsの担当者へ
聞き取りを行った。以下はこれらの調査結果をまとめたものである。
　イギリスの全高等・継続教育機関の図書館が参加するJISC　Collections
は、電子資料契約（ライセンス）業務を中心に行い法人格も有する組織だ
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が、出版社交渉のみならず、参加機関が学術コミュニティの要求を満た
すための多様なサービスの提供や開発を担っている。その一つが、JISC
Collections・マンチェスター大学データセンター（MIMAS）7・クランフィー
ルド大学8・バーミンガムシティ大学研究調査機関（Evidence　Base）9による
共同プロジェクトのJUSPである。
　そもそもは、毎年提出が必要な年次統計報告のために複数のコンテンツ
の統計を一度に取得できるッールがほしいという図書館側からの要望が発
端だったという。プロトタイプ構築には、約7ヶ月かかり、要件分析・仕
様作成・システム開発人員4名、約5万£の費用を要したとのことであるが、
JISC　Collectionsのプロジェクト計画書10によると、2010年～2012年まで
の3年間の運用経費は約41万£とされている。2012年時点では参加費無
料で140機関以上が参加しているが、将来的には有料化される可能性もあ
るという。実際の導入までには、コンソーシアム契約（NESLi2契約ll）の
出版社等との協議により合意を得た上で統計データをポータルに提供する
枠組を基本とし、パイロット運用や参加館調査などを経て段階的に展開し
てきた。出版社の強い反対により、コスト計算はできない仕様となっている。
また開発当初は、提供データの漏えいに対する出版社側の不安が強かった
が、Shibboleth経由で安全性を確保することで参加が実現したという。ま
た、徐々にコンソーシアム契約以外のコンテンツ（オープンアクセスジャー
ナルなど）の参加も拡がりつつあるようだ。図書館側の要望に対するフィー
ドバックと共に出版社側への配慮により開発が進んだ点に注目したい。
　サービスの内容として、SUSHIプロトコルを導入し出版社のウェブサイ
トから自動的にCOUNTER準拠統計（］RlやJRlaなど）を収集できるよ
うになっているのは商用の統計ツールと同様だが、JUSP独自で取得可能な
統計も多数ある（2012年3月以降もその数は増えている模様である）。例
えば、複数のジャーナルが含まれるパッケージ契約のデータの中でその機
　7MIMAS．　http：〃mimas．ac．uk1．（accessed　2013－Ol－14）
　sCranfield　University．　http：〃www．cranfield．ac．uk1．（accessed　2013－Ol－14）
　9Birmingham　City　University．　http：〃www．bcu．ac．uk1，（accessed　2013－Ol－14）
　’oJISC　Project　Plan：Usage　Statistics　Portal　Scoping　Study　Phase　2：Phase　ii　Technical　Design
and　Prototyping，19血January　2010．
　11“NESLi2”。http：〃www．jisc－collections．ac．Uklnesli2／．（accessed　2013－Ol－14）
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関が本来購読しているタイトルが表示されるという機能が追加されるなど、
図書館の視点から有効で意味を持つ統計データや使いやすいインターフェ
イスを追求しているという印象である。なお、参加機関はそれぞれの機関
が属するBand（契約の際に用いられるグループ）の平均値は見られるが特
定他機関のデータは見られない。また、コンソーシアムとして参加機関全
体のデータを取得し契約交渉に利用することも考えているそうだが、大量
のデータ取得に時間がかかるなど、実用は今後の課題とのことである。
　このようなサービスを導入したことで、実際に各参加機関の図書館員の
負担はかなり軽減されているようだ。また、あくまでも開発の主体はコン
ソーシアムや大学などの研究機関が主体であるため、商用の統計ツールな
どと比べ図書館側の要望が細かく反映されやすい。さらに、COUNTER12の
発展・改善とも連動しており、出版社側にSUSHI13対応を促進させること
にも一定の貢献をしたのでは、とのことだった。海外のコンソーシアムか
らの問い合わせもあり、今後技術協力を進める可能性もあるようだ。JISC
Collectionsでは、　JUSPと連携した関連サービスも展開しつつあり、電子
資料の契約内容・条件などを比較分析できる「電子資料ライセンスのリポ
ジトリ」ともいうべき「elcat（Electronic　Licence　Comparison　and　Analysis
Tool）」14というサービスや、ジャーナルなどの電子コンテンツの正確なタイ
トル情報・契約管理情報・ライセンス情報・利用統計などを総合的・統一
的に収集提供するデータベース「KB＋」15などの開発が進み、大きな期待が
寄せられている。
　これまでイギリスでの事例を見てきたが、参考までに国内で提供される
商用の統計ツールとの比較表を挙げておく（数値は2012年3月時点）。一
般的に商用サービスの場合はERMSの一部として統計ツールが設定されて
いるが、単独で利用可能なものもある。
　12COUNTER（Counting　Online　Usage　of　Networked　Electronic　Resources）．　http：〃www．
projectcounter．org／．（accessed　2013－01－14）
　i3SUSHI（Standardized　Usage　Harvesting　lnitiative）．　http：〃www．niso．orglapps／group＿public／
projectidetails．php？pr（｝j　ect＿id＝11L（accessed　2013－01一正4）
　14“JISC　Collections　launches　new　tool　to　help　its　members　manage　e－resource　licences”．
https：〃www．jisc－collections．ac．uk／Newslelcat＿launch1．（accessed　2013－Ol－14）
　15“Wclcome　to　Knowledge　Base＋”．　http：〃www．jisc－collections．ac．uklknowledgebaseplus1．
（accessed　2013－Ol－14）
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表2　統計ッール比較表
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　　　　　　　　　　7轟鵡撚灘i犠灘藁難盤萎1謙鑛，　麟離
鰍騨　等嗣
＃し
驚襯聯糠麟「ﾔ轡》
　　　　　　　鰯轍；蹴鎗融鱒
、難一笹糞鍛　　鷺練嬬馴臨
胃縫《2飛零琢。，舜以鋒）。
｝ヶ鋤●ブ，ツトフか一ム5鳥レ
ポ備トIS・tOPt：rp・讐ンソ咽・シ
　　　7ムで摯
　　　　　　　轍繍畿麟纐晒轍譲§罐鱒鞭繋譲遡睡顛薩織　　　　　　　継纐鵬
サブ・コンソーシアムの事例
　JUSTICEの参加館は530館（2012年ll月）に及ぶ16。このような大規模
なコンソーシアムでは、一般的に「オプト・イン」方式といってコンソー
シアムが参加館を代表して契約交渉を行い、交渉成立した契約に対して、
各機関が必要な電子リソースについてのみ選択的に契約を行う。これに対
し、大規模なコンソーシアムの枠内で小規模なサブ・コンソーシアムを形
成し、その中の全ての参加機関が交渉・契約を行う、いわば「オール・イン」
方式の事例がスコットランドの「SHEDL」である。
　小規模で密接な関係性を構築できる（タイトな）サブ・コンソーシアム
には、多様な参加機関のニーズに対応しきれないメガ・コンソーシアムの
限界を超えうる可能性があると期待されている。SHEDLは、スコットラン
　16「JUSTICE参加館」．（オンライン）．　http：／lwww．nii．ac．jplcontentfjustice／memberL（参照
2012－1－14）
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ド内の高等教育機関全19機関の電子リソース（電子ジャーナルやE－Book
など）の確保を目的にSCURLi7の活動の一つとして事前調査などを経て発
足し、2009～2011年の3年契約から開始した。参加全機関が契約を行い、
全機関がアクセスできるようになる。支払は各機関の予算を取りまとめ一
括し行われる（「1ペイメント」と呼ばれる）ため、契約交渉成立後導入機
関が確定するオプト・インよりもコンソーシアム側が交渉を有利に進めや
すいとされる。契約条件は原則的に3年以上の複数年契約でその間の価格
上昇を最小限に抑える方針が取られ、当該パッケージに対する過去の支払
額に基づいて費用分担されるため、契約以前に未導入のリソースが多い小
規模大学は有利である一方、それまでに導入済みリソースが多い大規模大
学にとっては負担が必ずしも軽くならない場合がある。2009年の設立後3
年間で約10社と契約を行い、SHEDL全体での電子リソース環境の改善や
参加機関のコスト削減に効果を挙げている。
　こうした非常に特長的なコンソーシアムが形成される背景には、スコッ
トランドという地域における高等教育機関の連携が長期にわたり進んでき
たという歴史的経緯があり、そもそも連合王国イギリスを構成する各国の
独自性が強い点とも密接な関係がある。ただし交渉経験などによりSHEDL
が直接交渉するのではなく、JISC　CollectionsがSHEDLの実際の交渉を担
当している点は興味深い。SHEDLでの契約総額は、現在のところ各参加機
関でのジャーナル予算に対し10－15％程度とのことで、今後さらに拡大する
余地がありそうだ。組織運営は管理職クラス9名から構成される運営グルー
プ（Steering　Group）と各参加館の担当者から成る作業グループ（Working
Group）によって行われ、連絡調整・意志疎通が図られている。
　交渉の手順は、各参加館により契約候補を5社ずつ提出し、その結果か
ら運営グループ・作業グループで候補を絞り、JISC　Collectionsと相談しな
がら可能性のある出版社を絞り込み参加館による投票で最終決定する。各
参加館の前年の支払額から全体金額を算出し、その金額を交渉の目標価格
としてJISC　Collectionsが交渉にあたる。　Nesli2契約（イギリス全体のコン
ソーシアム契約）とSHEDLの交渉を同時に進めることもあるという。こ
17rCURL（Scottish　Confederation　of　University　and　Research　Libraries）．　http：〃scurLac．uk1
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うした交渉の進捗状況が毎月報告され、途中議論が必要な場合は運営グルー
プでその都度協議しその結果を踏まえて交渉が再開される。
　交渉の結果目標額を上回った場合は、参加機関により等分負担される（例
えば5％超えた場合は原則一律負担額も5％ずつ追加される）。また契約更
新時の費用分担は見直し中とのことである。なお、利用の抑制につながら
ないよう費用負担の算出には利用統計を用いない方針とのことだが、交渉
に生かすためのコンソーシアム全体の統計データ取得を調整検討中とのこ
とである。交渉には時間がかかり（平均して6ヶ月程度）、費用分担に関し
てはケース・バイ・ケースで調整することもあり、参加機関相互の情報共
有や密接な連携が不可欠である。また、各参加機関の契約情報（ジャーナ
ルタイトルや図書館予算におけるジャーナル契約の費用割合など）を比較
分析し、それぞれで行っているパッケージ契約などを調査しているとのこ
とで、そのデータをもとにコンソーシアム契約の方向性や価格、契約候補
などの戦略を定め今後の交渉に活用することが検討されている。
研修の個別課題・聞き取り調査を通して
　JUSPのような統計取得ツールをはじめとする電子リソースの管理運用に
関連するサービスの開発提供は、コンソーシアム参加機関それぞれにおけ
る業務の効率化や改善に資する、また様々な問題解決につながる事例だと
いえる。それに対しSHEDLのようなサブ・コンソーシアムの事例は、小
規模大学を含め域内の電子リソース導入拡大による情報格差の解消と全体
のアクセス向上・学術情報環境の底上げを図ったものである。
　こうした先行事例は、］FUSTICEが発足し国公私を横断するコンソーシア
ムの枠組が形成された現在、その枠組に基づきまたそれを活用して、コン
ソーシアム自体、また各参加大学相互が従来以上に柔軟で多様な連携協力
を模索する上で参考になると思われる。ナショナルサイトライセンスやバッ
クファイル整備、アーカイブ事業などの国レベルでの電子リソース整備の
促進も不可欠だが、個々の参加館がコンソーシアム活動を基盤にして積極
的に連携協力を進めていくことも重要である。
　サブ・コンソーシアムについては、SHEDLのような、特定地域での連携
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以外にも、例えば専門分野や主題などの各機関の個性を生かしつつ協力し
うる場合もあるのではと思われる。これまでの関係性に限られず連携の可
能性ができたことで、個々の大学単独では実現が難しい課題へもコンソー
シアムの支援を受けながら、協力し取り組んでいける環境になりつつある。
イギリスの事例はコンソーシアム活動に関して非常に参考になるが、運営
予算や人員規模などの条件が日本のそれとは大きく異なる。現在の日本で
の環境や特性を生かしつつ、多様な協力のあり方を考えていくとよいので
はないだろうか。
　また現在日本をはじめ世界の多くのコンソーシアムが電子リソースの導
入・契約における連携協力という意味で重要な役割を担っているが、今後
は電子リソースの拡大普及に伴い、導入・契約に加え管理業務などの共
同運用やリソース共有（共同利用）など図書館業務やサービスの多様な面
で存在意義が高まるのではないだろうか。例えば、クラウド環境における
ERMSなどの業務システム共有サービスや、　E－Bookやデータベースなど日
本語コンテンツの充実化、電子リソースの共同利用、紙媒体資料の共同保
存などもコンソーシアムの今後の活動領域として可能性があると思われる。
おわりに　一実務研修を経験して
　JUSTICEでの実務研修では、これまで自分の職場では経験のなかったラ
イセンシング業務・コンソーシアム事務局業務に関わることができた。所
属大学だけでなくコンソーシアムに参加する多様な大学の状況を理解し電
子リソース契約交渉の現場でそれを反映させていく難しさと意義を実際の
交渉や出版社・参加機関との連絡調整などを通じて切実に感じた。これま
でのサービス部門における業務での経験を補強し、電子リソースを中心に
大学図書館における業務を傭撤し立体的に把握するものとして非常に有意
義な研修だったといえる。また一般的に他大学との人事交流の機会が国立
の大学や機関ほどに多くはない私立大学の職員としても貴重な経験であり、
今回の研修で得られた知識や人間関係はかけがえのないものとなった。
最後になりますが、NIIをはじめJUSTICE事務局、明治大学図書館ほか
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関係者の皆様には大変お世話になりました。深く感謝いたします。
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